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サポセン総会開催 相談とプラットフォーム活動を方針 

サポセン大阪は５月３０日ＰＬＰ会館（大

阪市北区）で第１８回通常総会を出席会員２

９名（委任状１８名）で開催した。２０２５

年度事業報告並びに２０２６年度事業計画を

承認した。地域労働者、市民の労働と人権に

関するサポート事業としての電話、来所によ

る相談活動、及び「都構想＝大阪市廃止・分

割に対する反対運動」をはじめとする地域の

社会運動のプラットフォームとしての役割を目指すことなどを方針とした。 

 

上林惠理子弁護士が講演 「なぜこの道を選んだのか」 

総会終了後、大阪労働者弁護団団員そして「ＳＴＯＰ排外主義」近畿弁護士会有志の会

メンバーである上林惠理子（うえばやし えりこ）弁護士から「なぜ私がこの道を選んだ

のか～社会派弁護士として～」と題した記念講演が行われた。 

 

サポセン結成を目指して活動が進められた 2000年代に高校生、大学生であった上林さん

が 21世紀初頭から現在までの社会や時代を自分自身がどのように感じ受け止め、そして入

管（出入国管理制度）事件を担う弁護士となった道のりについての概要を記す。 

 

 

 

 

上野さんの講演（語り）の概要を記す。 

〒530-0041 大阪市北区天神橋 2-2-9 

  プラネット南森町ビル 8 階 

電話  06-6352-3400  FAX 06-6352-3401 

  メール  saposen-osaka@lemon.plala.or.jp 

  ホーム http://www.saposen-osaka.org         

  編集・発行/ NPO 労働と人権サポートセンター・大阪  

・平日 12時から 17時、サポセン事務所にボランティアスタッフが常駐しています。 

・働くことや生活に関することの相談を面談、電話、メールでお受けします。 

・働く悩み、職場の悩み、まず相談を！！ 

mailto:saposen-osaka@lemon.plala.or.jp
http://www.saposen-osaka.org/
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新聞と本を読み 現地を訪ね学ぶ 体育会系 
 

 上林さんは「筑波研究学園都市」のある

茨城県つくば市で男４人女１人の五人兄

弟の４番目として生まれ育った。父親は

理系の国家公務員研究者、母親は保育士

資格を持つ専業主婦。見る意味がないか

らということでテレビ禁止、文章が読め

なくなるという理由で漫画禁止の家庭環

境で育ち、新聞に目を通し「本の虫」とし

て成長した。また家族旅行ではホテルに泊まるのではなくキャンプ場を利用して原発や五

木ダム（熊本県）など社会問題に関連する場所を訪れた。 

 

 また幼少期は保育園と幼稚園の間のような形のつくば市内にある「自主保育コロボック

ル」に通った。校舎を持たず毎日公園に現地集合する形式で、主体は子どもたち、自分で

考えることを大切とする自主教育であった。この経験によりつくば市の公立小学校に入学

時に「前へならえ」が出来ず戸惑いを感じた。 

 

 中学高校は茗渓学園中学校高等学校（東京教育大学の関係者が設立した私学の一貫校）

で学んだ。中高時代はバトミントン部に所属し年に３，４日しか休みがない部活漬けの生

活を送った。一方高校３年時には同校の特色である「個人課題研究」でメディアの監視機

能をテーマに選んで「ＮＨＫ女性国際戦犯法廷改ざん事件」「沖縄密約事件（外務省機密漏

洩事件）」を扱った。社会科の先生に沖縄の基地についていろいろ教えてもらい、部活の友

達と一緒に沖縄の基地を見学に行った。いまに思うと高校の教育の影響は大きいと語る。 

 

イラク自衛隊派兵 日本はもう戦前なんだ！！ 
 

 進路選択では小学校の頃は小説家になろうと思っていた。高校生になってからはこの世

の中を変える一番力をもっているのはメディアではないかと感じてジャーナリストを志望

した。写真報道雑誌「ＤＡＩＳ ＪＡＰＡＮ」の「一枚の写真が国家を動かすこともある」

という文言に影響を受け、2003年の創刊号で「自衛隊員のイラク派兵を見送る母親の白黒

写真と戦前の出征兵士を見送る親の白黒写真」を並べた記事に衝撃を受けた。「日本はもう

戦前なんだ」という認識を新たにした。しかし後に雑誌の発行者のセクハラ・性暴力事件

により雑誌は廃刊となり複雑な思いを抱くことになった。 

 

 ジャーナリストをめざすために「社会の実態を観察するところ」なんだろうと思って 2009

年に京都大学法学部に入学したが、法学部の権威主義的な教育に失望した。憲法を統治か

ら学び、憲法に照らしてしてこの社会事象はおかしいではないかとの議論をおこなうので
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はなく、憲法に合うように社会事象を分析して説明する手法に疑問を感じた。語学選択で

アラビア語を選択して岡真理先生からパレスチナやアフガニスタン問題を学びアフガニス

タンの女性活動家を日本に呼ぶ活動にコミットしたことが大学で得たものだった。 

 

正義ではなく「不正義に対する怒り」を持ち続ける 
 

 体育会系だったのでボート部に入部したが週６日７日練習

があるので 1年で退部して、サークルでバトミントンを行い、

日本各地をサイクリングやバンで回わるサークル活動に没頭

した。そのなかでいろんな地域を訪れる中で日本の中央の常

識と違う地方の常識が日本の標準のではないかと感じた。 

 ドキュメンタリー映画「ミツバチの羽音と地球の回転」（監

督：鎌仲ひとみ）を見て山口県の※祝島（いわいしま）を訪ね

た。※祝島では対岸の上関（かみのせき）の中国電力原子力発

電所建設計画に反対する住民運動が取組まれている。 

 

 岡真理先生の紹介で女性友だちを誘って沖縄※「高江」に行

き、そこでの活動が大きな転機となった。「ツータンヤ」と呼ばれる宿泊施設で全国からの

活動家との不思議な交流の場で様々な社会問題について学んだ。※「高江」 沖縄県東村

（ひがしそん）高江集落を囲む米軍ヘリパッド（着陸帯）の撤去を求めて 2007年 7月から

座り込み活動が続けられている。 

 

 東日本大震災から一年半が経た 2012 年に秋田から福島南相馬まで自転車で国道 45 号線

を一人で走破し、復興の実態を調査した。大きな被災地は報道されていたが、小さな湾の

集落は復興が進んでおらず、光が当てられていない現実を目の当たりにした。 

 

 企業説明会で普段やる気のない学生がスーツを着て積極的に質問する姿を見て嫌気がさ

し、マスコミへの就職活動を行わないことを決めた。文化人類学のアジアアフリカ研究所

への進学も検討したが、準備不足で断念し、消去法で法科大学院に進学した。 

 

 当事者を第三者として取材する側ではなくて、代理人としてコミットする弁護士の道を

選んだ。釜ヶ崎の釜日労の方の紹介で「うるわ総合法律事務所」の仲岡しゅん弁護士の下

で働いた。仲岡さんと出会い、トランスジェンダーと初めての深い関わりを通じて差別問

題について学んだ。仲岡弁護士が大阪労働者弁護団の団員だったため、自身も同弁護団に

所属することになった。  

  

 大学時代に難民支援団体のラフィック（ＮＰＯ法人ＲＡＦＩＱ）との交流を持ったこと

で弁護士になった瞬間からから入管事務所とのやり取りを依頼され、入管事件を中心に活

動している。2021 年と 2023 年の入管法反対運動が現在の排外主義問題につながっている
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ため、差別と排外主義の問題に積極的に

取り組んでいる。  

 そして沖縄問題については学生時代

からの関心を継続し、大阪弁護士会内に

沖縄基地部会を設立した。また、関西生

コン弾圧事件への対応を通じて労働組

合の重要性を認識し、労働事件にも関わ

るようになった。現在は「弁護士法人 FAS 淀屋橋総合法律事務所」の斎藤浩弁護士の下で

行政事件を中心に活動している。 斎藤さんは行政法の専門家であり、若手の育成に力を入

れている。 

 若い世代に対しては、若い世代自身が興味関心のある問題を起点に誘いかけて関心のす

そ野を広げていくことを促したい。 

 

上林さんと総会出席者との質疑応答の一部を紹介する。 
 

●日本の地方と中央の感覚の違いについて（吉村臨兵さん） 

◎上林さん：日本の各都道府県の多様性が中央で画一化され、地方の面白さが消費されて

しまっている現状を指摘した。日本は面積的に山と川と畑の方が多く、サイクリング旅か

ら夜間に街灯がない場所を走る時間の方が長いにも関わらず、都市部で育った人にはその

情報が伝わらず、国の設計や都市設計時に度外視されてしまっていると述べた。   

 

●茨城県の外国人政策について質問（加来さん） 

◎上林さん：事実関係を整理して、外国人公務員採用を拒否したのは三重県であり、茨城

県は不法就労通報制度を創設したが、同時に 4 月から国籍要件を撤廃した県でもあると説

明した。茨城県は農業県であり、不法就労摘発件数が全国一位となった背景には、農業経

営における人件費削減の必要性があると分析した。   

 

●沖縄問題についての議論（丹羽雅雄弁護士） 

・沖縄の子どもの貧困率が 29.9%で全国平均の約 3 倍であることを指摘し、構造的な問題

として基地問題を捉える必要性を述べた。コザ暴動（1970年）について言及し、住民が白

人の車のみを焼き、黒人の車には手を出さなかった事実を紹介した。この行動には明確な

判断基準があったことを強調した。 

・沖縄差別問題を例に挙げながら、映画を通じた社会問題への取り組みについても言及し

た。 

◎上林さん：現在の若い世代には沖縄問題がピンと来ない現状があり、構造的格差や差別

を本土の人々に伝える難しさがあると応答した。大友啓史監督の「宝島」という映画を例

に挙げ、日本社会で映画を通じて社会問題を扱える雰囲気作りの重要性を述べた。また、

正義ではなく「不正義に対する怒り」を持ち続けることの重要性についても話された。大

阪弁護士会で監督を呼ぶ予定があることを話された。   
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 サポセンは都構想「法定協議会」設置に関する陳情を大阪市会に提出。しかし５月２７

日の本会議で設置は強行議決され、陳情は「一事不再議の原則」を理由に不採択となっ

た。住民グループ「何回やんねん都構想」（旧みんなの大阪市）の解説画像を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

司法軽視の再減額処分に 1万件の審査請求を！ 
 

 ４月２日、東京・永田町の参院議員会館で、

全国の生活保護利用者に対して、「司法軽視の

再減額に１万件の審査請求を」と呼びかける集

会が開催された。主催は生活保護費基準額引き

下げ訴訟の原告・支援者で構成する「いのちの

とりで裁判全国アクション」。 

 

 昨年６月２７日、最高裁は国が 2013年から

2015年にかけて実施した生活扶助基準の最大

10％に及ぶ大幅な引き下げについて、「違法で

ある」とする判決を言い渡した。しかし、これ

を受けた補償で、厚生労働省は判決で取消しが

確定した、引き下げ分全額を回復するのではな

く、基準を一律 2.49％引き下げる“再減額”

処分を行った。そして、裁判の原告のみ特別給

付を上乗せすることで引き下げ分全額の回復を

図ることとした。 

 

 このような政府の方針に対して、憲法が保障する生存権（25条）を根拠に、再度の集

団訴訟をめざし、本訴訟の前提となる不服審査請求を全国の生活保護利用者に呼び掛ける

「キックオフ集会」（2026.4.2)チラシより転載 
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のがこの集会の意義である 

 

「生活保護基準引き下げ訴訟最高裁判決」の歴史的意義 
  

 昨年６月２７日の「生活保護基準引き下げ訴訟

最高裁判決」は国（厚生労働大臣）が行った、生活

保護基準の改定を初めて「違法」とした歴史的判決

である。 

 

 判決の最大のポイントは、国が導入した「デフレ

調整」という手法の合理性にあった。 

 国は当時の物価の下落を理由に基準を引き下げたが、最高裁は、その計算プロセスにお

いて「統計学的な客観性や専門的知見に基づく検討が著しく欠けていた」ことを厳しく指

摘した。 
  

 本判決はあえて憲法２５条との関係を言及していない。しかし、訴訟の対象となった保

護基準の決定が生活保護法に基づく行政処分であり、その生活保護法は「この法律は、日

本国憲法第二十五条に規定する理念に基き、国が生活に困窮するすべての国民に対し、・・

必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、・・を目的とする」（第一条）

と謳っている。したがって、本判決も「朝日訴訟」「堀木訴訟」そして「老齢加算廃止訴訟」

と展開されてきた生存権（憲法２５条）訴訟における重要判決として位置づけられる。 
 

日弁連が提言する再発を防ぐための抜本改革「生活保障法」 
  

 この「生活保護基準引き下げ訴訟最高裁判決」を受け、日本弁護士連合会（日弁連）が

提起してきた「生活保障法（生活保護法改正案）」の重要性が改めて浮き彫りになっている。 

 日弁連は、2025年 6月 27日付の「会長声明」において、判決を高く評価すると同時に、

二度と同じ過ちを繰り返さないための法整備（生活保障法の制定）を強く求めている。 

 

改正案が目指す「生活保障法」の柱は、以下のように今回の判決と深く響き合っている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊「日弁連」の会長声明、生活保障法の本文、 解説等は日弁連の「ホームページ」で公開

されている。（清輝） 

１，「生活保障基準部会」の法定化（民主的・専門的コントロール） 

判決が問題視した「専門的知見の欠如」を防ぐため、基準の決定にあたっては、専門家

による検討機関（部会）の意見聴取を義務付け、その検証プロセスを透明化することを

提言している。 

２，「生活保障」への名称変更と「権利」の明確化 

「保護」という言葉に伴う恩恵的なイメージを払拭し、誰もが尊厳を持って利用できる

「保障（権利）」であることを法文上も明確にする。 

３，適正な手続きと不服申し立ての整備 

今回のように、一度決まった不当な減額によって受給者が長年苦しむことがないよう、

迅速な救済と手続きの公正さを確保する。 

 

 

 

 

 


